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 第１節 本論文の目的と意義 
  一 台湾における台湾史研究の形成過程と「台湾の主体性」 
  二 米台関係史の視座と台湾の法的地位 
  三 「米台」と「米華」の二重構造 
 第２節 先行研究の概観 
 
第１章 戦後米台関係の始動と「台湾地位未定論」の形成 
 第１節 米台関係の前史 
 第２節 米国の戦後国際秩序構想と台湾処理 
 第３節 戦後米台関係の黎明期と「台湾地位未定論」の形成 
 第４節 「台湾地位未定論」に伴う台湾政策の模索―国連介入構想の台頭 
 第５節 国連信託統治論の形成と「台湾地位未定論」との関連 
 
第２章 米台関係の展開―国連介入の試行、対日講和での「台湾地位未定論」の確定 
 第１節 「米台地位未定論」に伴う国連介入構想の試行 
 第２節 米国の対日講和と平和条約による「台湾地位未定論」の確定 
 第３節 日華平和条約における「台湾地位未定論」の確認 
  一 米華外交交渉 
  二 日米外交交渉 
  三 日華外交交渉 
 
第３章 「米・台・華関係」の「調和」過程―主権と施政権の分離体制の形成 
 第１節 朝鮮戦争停戦と台湾問題 
 第２節 米国の「負債」から米国の「資産」になった国府 




























米国の立場」（1949 年 1 月）は、台湾と澎湖諸島の「現在の法的地位」（28 頁）は日本帝
国の一部というものであり、その最終的な確定は対日平和条約を待たねばならないという











 1949 年夏に米国務省が発表した「中国白書」は「国府放棄」（35 頁）を予告する内容で
あった。さらにソ連の核実験の成功（1949 年 8 月）と中華人民共和国の成立（1949 年 10
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月）という戦略的環境の変化、さらには米が練る国連の台湾介入論に対する英国の消極的
態度を背景に、米政府は中ソ離間のために「対中宥和」（38 頁）を優先し、台湾に逃げた
国府を切り捨てる計画に転じた。NSC48/2「アジアに関する米国の立場」（1949 年 12 月）、
そして有名なトルーマン大統領声明とアチソン国務長官演説（1950 年 1 月）はその現れで
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の台湾政策文書である NSC146/1「台湾及び中国国民政府に関する合衆国の行動方針と目





 国府は 1953 年 3 月に初めて、米国との防衛条約を望む旨伝えた。ダレス国務長官はこれ






































































未定論」を中心に」と題して『日本台湾学会報』（第 22 号、2020 年 6 月、査読付き）に発
表している。内外の台湾研究者を代表する日本台湾学会が刊行するこの学会報に鍾氏の論
文が掲載されたことは、学会にて氏が新進の研究者として高い評価を得ていることを示し
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究で参照されるべき必読文献となるであろう。氏のさらなる研鑽に大いに期待したい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
